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東京都におけるごみ発生量の統計分析
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要約
ごみの収集・輸送並びに処理・処分計画を策定する際に、まず必要となることはごみ
量の予測である。ごみは様々な社会・経済活動の結果として発生し、最近の都市におけ
るごみ質は多様化しているといわれている。また、ごみの焼却処理に伴うダイオキシン
等の2次公害の問題、ごみ抑制施策による減量化の問題、リサイクルによる再利用・再
資源化の促進などに対応していくためには、将来のごみ量を種別に予測することが重要
と考えられる。
本研究では、ケーススタディとして東京都の一般廃棄物を対象として、種別ごみ量予
測のための発生構造モデルを作成する。すなわち、まず、ごみを可燃ごみ、不燃ごみ、
粗大ごみ、持込ごみの4種類に分類し、それらの現状と経年変化を地域別に分析する。
つぎに、時間遅れを考慮した上で社会・経済要因との相関分析を行って、ごみ発生に影
響を及ぼす要因を検討する。最後に、種別ごみ量原単位(1人当り種別ごみ発生量)を
記述する重回帰モデルを作成する。
以上の結果、ごみ種別の発生構造式が得られ、将来の社会・経済的変化や減量化・リ
サイクルを想定したごみ量予測に利用可能となった。
1.はじめに
近年、都市におけるごみ問題は、ますます深刻
化してきている。最終処分場の容量が不足してい
ることや用地確保が困難なことに起因するごみ処
分上の問題、ごみ質の多様化により既存の処理施
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設では対応しきれなくなっていることや、ダイオ
キシンをはじめとする 2次公害が発生する可能性
があるといったごみ処理上の問題、ごみの収集・
輸送に関する問題等、数多くの問題を抱えている。
ごみが発生しない限り、このような問題は起こら
ないわけであるが、我々が、都市において日常的
に消費活動を行っている以上、避けられない問題
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といえる。最近では、ごみの発生を少しでも抑制
するため、ごみの減量化やリサイクル(再利用)
に対する関心が高まっているが、市場原理の中に
環境コストが反映される仕組みが十分に確立され
ておらず、廃棄物を再生資源にするためのコスト
の増加が、再利用活動の進展を妨げる要因の 1つ
になっている。ごみの再利用を推進するためには、
従来の大量生産、大量消費、大量廃棄の社会シス
テムに、再利用を加えた新しい社会システムを定
着させ、システムの全体の一部として、再利用を
位置付けていかなければならない。
先に述べたような諸問題を解決するに際しては、
まず、ごみの発生量を予測することが重要となる。
ごみ発生は、様々な社会・経済活動の影響を多大
に受けており、その発生構造はかなり複雑なもの
であると考えられる。そこで本研究では、ケース
スタデイとして東京都 (23区、 26市、 6町、 8村)
の一般廃棄物のごみ(以下、「都市ごみ」と呼ぶ。)
を対象に、都市ごみの発生構造を明らかにすると
ともに、都市ごみ発生量の将来シミュレーション
を行うための第一歩として、都市ごみの発生状況
を統計的な視点から分析する。すなわち、都市ご
みの現状と経年変化を地域別に把握するとともに、
その経年変化をごみ種別に把握する。また、将来
のごみ抑制施策に対応できるよう、都市ごみを可
燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ、持込ごみの4種類
に分類して、分析を進める。なお持込ごみとは、
企業に委託された業者が収集したごみのうち、一
般廃棄物のごみを清掃局や処分場に直接持ち込ん
だごみのことであり、ほとんどが事業系のごみと
されている。
2.都市ごみの現状
ここでは、都市ごみの現状を東京都全域を対象
として把握する。ごみの発生は、 23区と市町村地
域では異なった変化を示していると考えられ、さ
らに、細かく見れば、各区市町村ごとに異なった
変化を示すものと思われる。また、一概にごみと
いっても、可燃ごみ、不燃ごみ等の性状によって
分類されており、それぞれの種類別に変化の過程
も様々であろう。そこで本研究では、 23区、市町
村、東京都全域の地域別にごみ発生量、人口、ご
み量原単位(1人当りごみ発生量)の現状及び、
過去における経年変化を把握することとする。
分析に用いるデータは、ごみに関するものにつ
いては東京都清掃局から刊行されている『事業概
要』に n青掃局年報.12)、『東京都市町村清掃事業年
報.13)、人口に関するものについては東京都統計協
会発行の f東京都統計年鑑P より抜粋して用い
た。また、分析の対象期間は23区、市町村ともに
一般廃棄物のごみ種別データが収集できる1975年
から1994年までの20年間とする。
2. 1 地域別にみる都市ごみの現状
1994年度における東京都全域の総ごみ量は約
562万トンであり、このうち、 23区の総ごみ量は
432万トンで全体の80%弱を占めており、残りの
130万トンが市町村で発生している(図1)。
また、都全域、 23区、市町村における人口(住
民基本台帳に基づく人口)は、それぞれ1，163万
人、 791万人、 372万人となっており、東京都の約
68%の人が23区内に住んでいることになる(図2)。
以上のごみ量と人口より、ごみ量原単位を求める
と、東京都全域では484(kg/人)、 23区は546
(kg/人)、市町村は351(kg/人)となり、 23区
と市町村では 1人当り約200kgの差がある。この
理由の 1つは、 23区は業務・営業活動に伴う昼間
人口が大きく、 23区内への通勤、通学者が、昼間
図11994年度の地域別都市ごみ量
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図2 1994年度の地域別人口
の消費活動の結果により排出されたごみも、 23区
在住者が排出したものとしτ計算されているため
と考えられる。
また、東京都全域のごみを可燃ごみ、不燃ごみ、
粗大ごみ、持込ごみの 4種類に分けてみると、
1994年度においては、図3に示すように可燃ごみ
16.4% 
図3 1994年度の種別ごみ量内訳
3.468.681 t 
61. 7% 
が最も多く、 61.7%を占めている。ついで、、持込
ごみ20.3%、不燃ごみ16.4%の順で、粗大ごみは
全体の1.6%となっている。
2. 2 地域別にみる都市ごみの経年変化
表1に東京都全域および23区市町村のごみ量の
表1 都市ごみ、人口の経年データ
年度 ごみ量(千トン〉 人口(千人) ごみ量原単位 (kg/人〉
23区 市町村 東京都 23区 市町村 東京都 23区 市町村 東京都
1975 406. 16 π2.092 4778.258 8464.344 2928.275 11392.619 473.299 263.668 419.417 
1976 4081. 948 784.960 4866.908 8428.840 2986.600 11415.440 484.283 262.827 426.344 
1977 4187.979 830.501 5018.480 8370.514 3052.066 11422.580 500.325 272. II 439.347 
1978 4407.468 859.885 5267.353 8315.625 3110.393 11426.018 530.022 276.455 460.996 
1979 3976.569 860.800 4837.369 8272.317 3158.579 11430.896 480.708 272. 528 423.184 
1980 3824. 150 851. 432 4675.582 8229.494 3193. 136 11422.630 464.688 266.644 409.326 
1981 3839. 125 882.613 4721. 738 8193.860 3221.177 11415.037 468.537 274.003 413.642 
1982 3836. 733 908.209 4744.942 8174.924 3256.958 11431. 882 469.330 278.852 415.062 
1983 3784.350 921. 350 4705. 700 8181.242 3297.883 11479.125 462.564 279.376 409.935 
1984 3793.263 941. 528 4734.791 8201. 584 3342.222 11543.806 462.504 281. 707 410. 159 
1985 3979.864 983. 102 4962.966 8223.199 389. 157 11612.356 483.980 290.073 427.387 
1986 4275.098 1073. 131 5348.229 8243.292 3439.023 11682.315 518.615 312.045 457.806 
1987 4490.824 139. 150 5629.974 8251. 910 3488.986 11740.896 544.216 326.499 479.518 
1988 4782.910 1192.543 5975.453 8205.865 3534.496 11740.361 582.865 337.401 508.967 
1989 4901. 431 1246.610 6148.041 8150. 15 3568.605 11718.720 601. 394 349.327 524.634 
1990 4809. 798 1275.824 6085.622 8091. 701 3606.359 11698.060 594.411 353. 771 520.2251 
191 4707.921 1299.233 607. 154 8045.577 3639.350 11684.927 585. 156 356.996 514.094 
1992 4522.252 1301. 620 5823.872 8012.523 3670.793 11683.316 564.398 354.588 498.478 
1993 4400.799 1292.096 5692.895 7969.439 3696. 78 11666.227 552.209 349.519 487・981|
1994 4319.712 1302.600 5622.312 7913.299 3714.278 11627.577 545.880 350. 701 483.533 
出典)ごみ量は東京都清掃局『事業概要昭和50年~平成7年度版』より、人口は『東京都統計年鑑1974-
1993Jより抜粋。
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経年データを示す。この表より、 1975年の東京都
全域のごみ量は478万トンであり、 1994年までの
20年間で約18%増加している。地域別にみると、
23区においては同じ20年間で8%弱増加している
が、最近は減少傾向にある。一方、市町村におけ
る1975年度のごみ量は77万トンであり、 1994年に
は130万トンとなっていることから、この間に約
70%という著しいごみ量の増加が認められる。ま
た、 1975年と1994年の都全域のごみ量に占める23
区と市町村のごみ量の割合を比較してみると、
1975年には23区83.8%、市町村16.2%であったの
に対し、 1994年には23区76.8%、市町村23.2%に
変化していることから、都全体のごみ量に占める
市町村のごみ量の割合が大きくなっていることが
分かる。
表1の経年データをグラフにしたものが図4-
図6である。これらの図より、都全域の経年変化
は1978年に 1度目のピークがあり、 1979年から
1984年までは470万トン前後のほぼ一定値で推移
している。その後は増加し、 1989年の2度目のピー
クを境に増加から減少へと転じている。この変動
傾向は、依然として市町村よりはるかにごみ量の
多い23区の経年変化の影響によるものである。し
たがって、 23区のごみ量の経年変化も都全域と同
じような 2度のピークをもった変動を示している。
一方、市町村では年々ごみ量が増加している。図
5より、東京都全域の人口は1975年から1994年ま
での20年間でほとんど変化していない。 23区では、
1983年から1987年にかけて若干増加しているもの
の、全体的に減少傾向にある。市町村では対象期
間を通じて常に増加している。この結果、都全体
としては、ほほ横ばい状態が続いている。
また、ごみ量原単位(図6)について見ると、
都全域と23区はごみ量と類似した変動を示し、市
町村では増加している。市町村地域における著し
いごみ量の増加は、単に人口が増加したためだけ
でなく、 l人当りの排出するごみ量も増加してい
るためと考えられる。 1994年度の23区の年間1人
当りごみ量は約550kgで、市町村の約1.5倍となっ
ている。 1975年が1.8倍であったことから、 23区
と市町村の差が徐々に縮まっていると言える。
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図6 地域別ごみ量原単位の経年変化
次に、表2に23区別のごみ量の経年データを、
表3に市町村別のごみ量の経年データを示す。い
くつか特徴的な区、市の経年変化をグラフにした
ものが図7、図8である。これらの図より、 1989
年以降、都心の千代田、中央、新宿の各区をはじ
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表2 区別都市ごみ量の経年変化(その 1) 
(単位:千トン)
年度 千代田 中央 浴 新宿 文京 台東 墨田 江東 品川 大国 ~t 目黒
1975 155.377 226.269 173.206 248.677 119.652 181. 274 139.110 223.981 155.902 293.856 150.039 104.214 
1976 148.973 212.657 176.932 254.597 117.931 182.761 144.526 232.514 162.102 306.295 158.084 108.394 
1977 148.133 202.325 180.509 262.375 114.775 181.884 144.905 238.951 166.399 326.640 163.054 114.730 
1978 155.957 212.093 194.513 276.669 117.734 189.471 151. 325 215.801 179.047 342.823 170.438 126.172 
1979 129.654 186.979 173.898 248. 16 102.908 167.370 131. 956 184.092 163.541 301. 982 154. 189 114.664 
1980 122.933 175.840 162.721 236.858 101.210 159.876 123.954 175. 135 156.625 285.613 147.079 107.651 
1981 121. 368 176.673 163.121 237.667 100.014 158.724 122.379 169.974 157.958 281. 730 146.282 106.254 
1982 121. 377 174.364 162.695 232.855 96.291 156.911 124.441 166.701 158.610 280.594 143.883 106.203 
1983 18. 018 172. 203 162.269 226.496 94.592 1:53.213 122.775 164.948 153.718 274.273 143. 199 101. 771 
1984 118.310 172.306 145.307 223.586 91. 848 146.357 120.569 163.666 156.556 279.090 146.594 102.524 
1985 123.941 178.946 169.767 229.919 95.314 }.45.278 123.718 171. 179 164. 170 294.578 150. 104 106.763 
1986 134.594 189.382 187.287 244.289 97.728 l!52.042 124.920 193.254 173.734 313.058 151.610 112.456 
1987 145.912 187.812 196. 723 250.413 98.255 1!51. 512 130.858 202.713 184.652 333.817 146. 172 119.999 
1988 151. 461 194.862 203.052 253.823 104.908 1!5.69 137.807 235.468 198.152 353.981 159.656 126.731 
1989 154.466 200.916 204.610 255.888 107.436 lt52.070 142.260 215.687 198.929 349.489 167.568 124.926 
1990 155.570 194.944 202.003 247.706 102.968 l!56.027 134.993 201. 892 190.682 330.025 168.772 120.044 
191 147.208 185.365 191. 975 241.176 101. 405 l!54.379 132.954 194.658 184.327 327.356 161. 202 118.352 
1992 134.227 183.504 183.897 227.790 97.481 148. 16 128.176 183.436 172.872 307.714 156.669 113.358 
1993 128.398 178.488 176.074 216.914 94.370 141. 659 125.393 171.386 162.337 296.211 154. 103 111.149 
1994 12. 165 173. 118 171. 817 L20~. 502 92.922 134. 728 120.880 174.741 156.145 288.660 150.218 108.800 
出典)東京都清掃局『清掃事業年報昭和50-平成6年度版』
表2 区別都市ごみ量の経年変化(その2) 
年度 世田谷 渋谷 中野 杉並 豊島
1975 283.440 149.654 132.286 164.039 148.814 
1976 287.765 148.996 130.492 170.081 149.311 
1977 297.291 152.562 132.942 176.651 155.566 
1978 319.591 163.558 139.879 190.822 166.447 
1979 295.021 152.508 128. 142 174.025 150.272 
1980 288.613 146.648 121.389 170.015 146.886 
1981 292.948 145.534 120.985 170. 190 151. 831 
1982 295.359 144.435 123.752 174.288 148.202 
1983 287.222 144.903 122.374 172.864 146.553 
1984 287.278 147.945 121.685 173.744 149.519 
1985 301. 889 152. 125 118.281 183.449 169.552 
1986 320.183 160.362 125.201 196.070 192.368 
1987 327.321 156.549 132.426 201. 842 192.026 
1988 342.321 161. 325 131. 856 214.845 203.164 
1989 345.825 166.268 136.322 219.832 219.084 
1990 344.756 160.594 133.662 217.123 230.905 
1991 341.221 158.392 134.679 213.517 223.899 
1992 335.636 150.615 130.628 209.366 207.033 
1993 335.359 146.437 127.614 207.390 19. 148 
1994 334.815 143.504 123.089 206. 139 201. 423 
めとして、全体的に減少傾向にあることが分かる。
また、足立、江戸川区といった1980年代後半に急
激なごみ量の増加を呈した区においても、 1990年
〈単位:千トン〉
荒川 板縫 練馬 足立 葛飾 江戸川 合計
93.173 167.452 162.692 222.677 157.018 153.365 4006.166 
95.690 174.315 173.913 226.474 157.603 161. 540 4081.948 
96.324 171.621 184.532 236.223 158.917 174.670 4187.979 
101. 753 187.272 194.293 254.277 170.321 187.216 4407.468 
89.980 169.553 180.675 241.467 157.958 171.621 3976.569 
85.640 172.854 178.817 237.920 146.577 173.299 3824.150 
86. 119 174.509 180.247 249.534 149.626 175.454 3839.125 
85.011 181. 357 181. 137 249.382 152. 104 176.783 3836.733 
82.254 181. 285 182.086 248.231 148.936 180.168 3784.350 
81. 879 183.775 185.031 251. 320 146.859 182.987 3793.263 
83.929 192.353 194.445 275.200 154. 14 200.823 3979.864 
85.724 205.351 210. 162 307.011 17l.274 226.740 4275.098 
84.976 21. 125 230.216 346.278 191. 052 258. 177 4490.824 
91. 859 232.640 245.077 388.716 201.363 294. 17l 4782.910 
94.804 243.405 256;674 418. 132 205.605 311. 236 4901. 431 
89.601 236.387 257.527 458.463 197. 174 307.980 4809.798 
89.579 232.995 257. 145 419. 109 197.713 299.314 4707.921 
84.900 224.844 255.536 396.107 196. 12 294.182 4522.252 
83.063 216.292 255.022 382.068 194.042 291. 883 4400.799 
81. 7931 208.6901 256.0861 378.9271 193.4251 294.12514319.712 
代には減少傾向に転じている。一方、市町村地域
では、多摩市において、 1994年のごみ量は1975年
の3倍以上、八王子、町田市においては 2倍以上
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表3 市町村別都市ごみ量の経年変化(その 1) 
(単位:千トン)
年度 八王子 立川 武蔵野 一鷹 青梅 府中 昭島 調布 町田 小金井 小平 日野
1975 75.997 42.649 36.340 36.415 22.018 53.505 24.045 43.015 52.226 33.714 36.523 33.850 
1976 82.201 42.451 37.311 37.470 23.783 50.900 23.530 44.363 53.317 29.900 36.807 33.867 
1977 86.640 45.637 38. 136 37.718 26.455 54.479 25.412 45.623 56.427 31. 066 38.444 35.408 
1978 107. 120 47.690 37.763 37.212 26.004 58.270 26.371 48.113 58.526 30.130 39.448 36.847 
1979 105.251 45.999 36.506 37.619 27.384 55.999 26.287 48.308 62.958 29.952 39.725 36.796 
1980 107.590 42.626 35.613 36.233 27.621 54. 142 25.002 46.374 68.844 29.759 38.665 33.431 
1981 116.364 43.622 35.949 37.813 28.195 55.287 26.736 47.447 72.516 30.775 39.197 36.031 
1982 11. 406 46. 197 35.433 39.793 29.476 57.169 27.738 50. 139 7. 189 30.076 40.165 37.209 
1983 119.668 45.592 39.053 39.338 29.991 56.183 27.099 50.069 76.489 30. 131 40.704 37.880 
1984 121. 229 46.491 38.279 40.749 28. 767 57.189 27.677 51. 679 79.813 30.985 40.757 38. 778 
1985 125.759 47.613 40.449 43.555 29.989 60.716 28.360 54.032 84.692 31. 914 41. 748 41. 557 
1986 137.574 52.634 43.731 48.047 32.402 65. 704 30.682 58.841 93.483 32.975 45.461 46.629 
1987 148.920 56.096 45.974 50.414 34.750 69.353 33.138 61. 777 101. 270 32.587 48.877 48.818 
1988 155.444 57.921 49.052 52.746 37.206 71. 441 34.646 63. 180 108. 750 32.697 52.255 51. 299 
1989 158.294 61. 277 50.787 55.327 39.356 73.981 36.530 65.770 115.497 32.897 54. 771 54. 758 
1990 163.879 61. 936 53.603 55.483 41.127 74.994 37.307 64.362 118.919 32.663 55.196 56.339 
1991 168.405 61. 843 55.420 56.268 41. 327 7. 632 39.512 65.416 121.231 33.796 55.366 57.509 
1992 169.689 61. 228 54.697 55.495 41. 139 78.309 39.456 64.926 122.466 32.626 54.934 57.412 
1993 171. 242 60.469 54.943 53.421 41.297 74.037 38.686 65.980 123.317 32.053 54.263 57.159 
1994 171. 501 61. 384 55.503 54.787 41.369 73.408 38.926 65.270 125.035 32. 188 54.236 58.695 
出典)東京都清掃局『東京都市町村清掃事業概要昭和50年~平成6年度版』
表3 市町村別都市ごみ量の経年変化(その 2) 
(単位:千トン)
年度 東村山 国分寺 国立 回無 保谷 福生 狛江 東大和 清瀬 東久貿米 武蔵村山 多摩
1975 25.011 23. 193 15.226 19.861 22.418 12.975 17.746 14.663 14.349 26.522 12.382 15.620 
1976 26.056 24.011 15.406 19.817 22.242 14.410 19.673 14.771 15.067 26.212 12.530 17.637 
1977 28.957 23.603 17.262 20. 178 24.024 15.074 21. 238 15.649 15.608 27.823 13.543 19.272 
1978 29.920 23.251 16.863 20.418 25.165 15.587 17.655 15.775 15. 148 30.740 13.233 20.431 
1979 28.775 23.615 17.327 20.518 25.078 15.014 18.087 16.137 15.114 31. 531 13.743 22.058 
1980 28. 185 22.972 16.308 19.931 23.536 14.004 17.652 16.418 14.837 31. 163 13.894 24.012 
1981 28.992 23.499 17.189 20.223 23.686 13.937 18. 191 17.113 15.237 29.142 14.423 26.142 
1982 29.652 24.590 18.752 20.327 24.382 14.766 19.307 17.597 16.302 29.895 15.456 28.630 
1983 29.452 24.468 18.346 20. 149 24.004 14.801 19.635 17.984 16.066 29.576 15.402 30.477 
1984 30.815 25.330 18.899 20.774 24.779 15.504 20.707 18.265 16.365 30.356 16.492 33.234 
1985 32.939 26.038 19.684 21. 985 25.703 15.961 20.864 19.220 16.924 31. 228 16.084 35.359 
1986 38.052 28.885 21. 115 23.441 27.918 16.376 21.770 21. 167 18.283 33.331 17.973 40.073 
1987 39.604 30.314 22.451 24.033 28.739 17.345 21.815 22.590 19.324 34.704 19.540 45.207 
1988 40. 105 32.412 23.083 24.246 28.499 18.036 22.916 23.624 19.912 35.811 20.602 49.278 
1989 41. 71l 34.536 23.657 24.725 29.460 19.467 23.640 34.658 21. 108 36.882 21. 650 51. 288 
1990 44.533 35.602 24. 781 24.997 29.356 20.307 24.086 24.371 21.603 37.350 21.791 53.737 
1991 43.906 36.237 25.109 26.222 29.671 21. 303 23.814 23.958 2. 124 38.106 21. 927 54.042 
1992 45.028 36.611 24.791 25.077 30.718 21. 214 23.781 24.051 22.036 38.067 21. 798 54.926 
1993 44.075 37.014 24.610 24.931 30.196 21. 903 23.547 24. 718 20.699 36.386 21. 970 57.477 
I 1994 42. 702 36.936 24.357 25. 157 32.348 22.614 24.037 25.350 20.114 35.796 22.425 56.947 
となる急激なごみ量の増加が見られ、市町村全域
では約1.7倍の増加となっている。
2. 3 都市ごみの種別経年変化
東京都全域の可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ、
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表3 市町村別都市ごみ量の経年変化(その3) 
〈単位:千トン)
年度 稲城 秋川 羽村 瑞穂町 日の出町 五日市町 桧原村 奥多摩町 島しょ部 合計
1975 11.898 8.414 1.629 6.406 1. 812 3. 911 0.127 1. 935 19.633 712.092 
1976 12.633 8. 158 8.522 4.319 2.018 4.158 0.310 1.888 18.502 784.960 
1971 13.854 9.590 10.291 4.202 2.109 4.091 0.135 2.126 20.318 830.501 
1918 12.568 8.884 9.465 4.068 1.311 3.519 0.551 2.162 19.454 859.885 
1919 13.213 7.404 9.949 4.296 1. 511 3.481 0.504 2.147 18.448 860.800 
1980 12.681 7.682 9.769 4.462 1. 730 3.613 0.626 2.120 19.937 851.432 
1981 13. 175 8.051 9.813 4.645 1. 965 3.813 0.643 2.285 20.141 882.613 
1982 13.988 8.461 10.365 4.974 2.114 3.975 0.686 2.224 19.716 908.209 
1983 14.398 8.436 10.845 4.946 2.266 4.111 0.662 2.223 20.906 921. 350 
1984 14.641 8. 848 11.535 5.278 2.318 4.306 0.7J9 2.480 18.584 941. 528 
1985 14.689 9.366 12.058 5.595 2.504 4.499 0.707 2.367 18.951 983.102 
1986 16.013 10.470 13.228 6.263 2.821 5.049 0.780 2.358 19.616 1073. 131 
1987 17.084 1l.487 14.328 7.008 3.104 5.499 0.832 2.510 19.658 139. 150 
1988 18.894 12.314 15.771 7.450 3.369 5.148 0.857 2.458 20.521 1192.543 
1989 20.168 13.225 16.462 8.223 3.550 6.130 0.912 2.324 23.553 1246.610 
1990 20.018 14.059 11.800 8.767 3.683 6.332 0.981 2.336 23.466 1275.824 
191 20.172 14.730 17.896 9.013 3.945 6.347 0.849 2.845 23.592 1299.233 
1992 20.981 15.521 18.443 9.525 3.889 6.649 0.875 2.554 2. 708 1301. 620 
1993 20.480 15.771 18.231 9.392 4.021 6.608 0.816 3.315 19.069 1292.096 
1994 19.945 16.716 19.262 9.941 4.381 6.189 0.885 2.797 18.960 1302.600 
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図7 区別都市ごみ量の経年変化
持込ごみ別の経年データは表4のようになってお
り、 1975年度におけるごみの組成比は、可燃ごみ
60.7% (290万トン)、持込ごみ21.4% (102万ト
ン)、不燃ごみ16.4%(78万トン)、粗大ごみ1.5
% (7万トン)と1994年度(図 3)と比べて、そ
れほど変化していなし、種別ごみ量の経年変化を
グラフに示すと、閲9のようになる。先程も述べ
たように、東京都全域のごみ量の経年変化には
1978年と1989年の 2回のピークがある。図9から、
1978年のピークは、それまで増加していた持込ご
みが、その後急に減少したためと推察される。
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図8 市別都市ごみ量の経年変化
1989年のピークは、 1984年から増加していた可燃
ごみと持込ごみが、 1989年以後、ほぽ一定に推移
または減少しはじめたからである。また、可燃ご
み、不燃ごみ、組大ごみは近年減少傾向にあるも
のの、 1975年から1994年までの20年間に可燃ごみ
は1.23倍、不燃ごみは1.26倍、粗大ごみは1.24倍
に増加しており、どれも1.2~1.3倍の伸びとなっ
ている。しかし、持込ごみは他の3種のごみと異
なり、毎年の変動が大きく、この変動傾向が総ご
み量の動向に影響を与えていると言える。持込ご
みが、対象期間中最低だ‘ったのは、 1982年の78.5
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表4 種別都市ごみ発生量の経年データ
(単位:千トン)
年度 総ごみ量
可燃 不燃 粗大 持込
1975 4778. 258 2902.214 781. 394 69.675 1024.975 
1976 4866.908 2935.390 738.340 64.708 1128.443 
1977 5018.480 2921. 768 693. 929 62.218 1340.565 
1978 5267.353 3034.047 844.555 78.788 1309.963 
1979 4837.369 2999.413 803.139 58.559 976.258 
1980 4675.582 2923.238 795.302 57.685 899.357 
1981 4721.738 2945.273 856.445 73.232 846.788 
1982 4744.942 3002.663 884.539 72.309 785.431 
1983 4705.700 2936.204 910.647 71. 455 787.394 
1984 4734.791 2940.590 913.927 76.708 803.566 
1985 4962.966 2989.819 972.665 84.056 916.426 
1986 5348.229 3238.955 962.506 84.207 1062.613 
1987 5629.974 3372. 734 977.344 86.057 193.8391 
1988 5975.453 3451. 279 1008.713 93.255 1422.206 
1989 6148.041 3609.255 1040.651 98.822 1399.3131 
1990 6085.622 3609.076 1026.510 95.543 
1991 607. 154 3610.472 1024.766 91. 986 1279.930 
1992 5823.872 3575.560 986.362 86.163 1175.787 
1993 5692.895 3520.210 951. 346 88.759 1132.580 
1994 5622.312 3468. 681 923.289 87.228 1143.114 
万トンで、最高となった1988年の142万トンとは、
60万トン以上の差があり、この間に約80%という
著しい増加を示している。なお、持込ごみはほと
んどが事業系のごみであると考えられ、 1996年に
東京都で実施が始まった事業系ごみの有料化に伴っ
て、排出抑制、再利用、資源化の促進によるさら
なる減量化が現在期待されている。
3.都市ごみ発生要因の分析
都市ごみは、性状により可燃ごみ、不燃ごみ、
粗大ごみ、持込ごみの4種類に大きく分けること
ができ、それぞれを発生させている要因は異なる
と考えられる。そこで、分析の対象を総ごみ量原
単位、種別ごみ量原単位とし、分析に用いるデー
タは、ごみ総量及び種別ごみ量データを人口デー
タで除すことにより算出する。社会・経済要因も
基本的には原単位(人口 1人当り)として考え、
『東京都統計年鑑』に記載されているデータの中
から抽出して用いる。分析に用いたデータは、
1975年から1992年の18年分である。
3. 1 相関分析
ここではまず、相関分析により都市ごみを発生
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図9 種別都市ごみ量の経年変化
させる社会・経済要因を明らかにする。その際、
社会・経済活動の時間遅れ効果を考え、時間遅れ
なし要因と 1年遅れ要因について検討した。この
結果、表5に示す相関係数の値を得た。
表5から、総ごみ量原単位と可燃ごみ、不燃ご
み、粗大ごみの種別ごみ量原単位は、社会的な要
因では、人口密度、世帯構成人員、 1人当り商業
面積、 1人当り住宅面積と相関が高くなっている。
また、経済的な要因では、第1次産業人口比率、
第3次産業人口比率、 1人当り小売販売額、 1人
当り都内総生産などと相関が高く、 95%の有意水
準の t検定5)において過半数の要因と、さらに99
%の有意水準の t検定においても過半数近くの要
因との相関が有意となっている。一方、持込みご
み量原単位はここで用いた社会・経済的な要因と
の相関は全体的に小さく、他の3種類のごみとは
異なる性格を有するごみであると言える。
それぞれの種別ごみについて見ると、総ごみと
時間遅れの点で比較的類似しているのは、可燃ご
みで、両者とも人口密度、 1人当り田畑面積、第
1次産業人口比率、 1人当り居住床面積に関して
1年遅れ要因の方が、相関がやや高くなっており、
その他の要因とは時間遅れなし要因との相関が高
く、またはやや高くなっている。これは、総ごみ
量に含まれる可燃ごみ量の割合が60%強を占めて
おり、総ごみ量の動向は、不燃ごみ、粗大ごみ、
持込ごみに比べ、可燃ごみの影響を受けるためと
考えられる。また、可燃ごみは人口密度について
は、 1年遅れの方が相聞が高くなっているのを除
けば、世帯構成人員、 1人当り住宅面積、第3次
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表5 都市ごみ量原単位と社会・経済要因原単位との相関分析結果
総ごみ量原単位
社会・経済要因 時間違 l年
れなし 逮れ
人口密度〈人!ha) 0.822 O.叩7
世帯構成人員〈人/世帯) -0.516 -0.569 
土地面積(ha/千人〕箆1) -0.611 -0.115 
商業面積(ha/乎人〕 0.110 O.防2
ヱ業面積(ha!千人) -0.192 -0.191 
住宅面積(ha!干人) 0.634 0.621 
回畑面積(ha/，千人) -0.632 -0.6邸
事業所獄〈箇所/千人〉 -0.016 0.019 
卸売・小売事業所数〈箇所/千人〉 -0.541 -0.424 
従業者数〈人/千人〉 0.145 0.612 
第l次産業人口比率〈人/乎人) -0.8倒 -0.811 
第2次産業人口比率〈人/千人) -0.601 -0.8凶
第3次産業人口比率〈人/千人〕 0.163 0.114 
製造品出荷額〈千円/人〉 0.292 0.131 
食料品出荷額〈千円/人〉 -0.812 -0.814 
衣服・繊維出荷額〈千円/人〉 -0.620 -0.651 
家具・装備品出荷額〈千円/人〕 -0.410 -0.521 
パルプ・紙出荷額〈千円/人〉 -0.153 -0.184 
小売底売額〈千円/人〕 0.180 0.102 
投資総額〈千円/人〕 0.671 0.598 
建築床面積(m2/千人〉也2) 0.926 0.888 
居住床面積(m2/千人〉 0.135 0.139 
商業床面積(m2/千人) 0.901 0.879 
都内総生産〈千円/人〉 0.885 0.830 
電力使用量(KIh/人〉 0.821 0.793 
配水量(m'l人) -0.110 -0.482 
面積当り従業者数〈人/ha)翻》 0.184 0.139 
面積当り産業人口(人!ha)樹3 0.184 0.140 
従業者数2(人/千人)2 0.148 0.670 
居住床面積当り従業者数〈人1m勺 -0.266 -0.368 
居住床面積当り産業人口〈人1m2) -0.262 -0.364 
居住床面積当り事業所数〈箇所1m2) -0.688 -0.680 
従業者当り出荷・販売額〈円/人)滋】 -0.516 -0.634 
従業者当り都内総生産〈円/人〕 0.904 0.862 
小売飯売額本住宅面積〈円市hal人2) 0.160 0.101 
製造品出荷領事住宅面積〈同幼al人2) 0.582 0.414 
都内総生産事住宅面積〈円牢hal人勺 0.859 0.812 
データ数 18 1 -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4・..... ._.... 
t検定で95%有志となる r傭 0.465 0.418 -・・・・・・・・・・・・・・・・・・............
t検定で99%有意となる r値 0.584 0.599 
注1)土地面積とは、謀議対象土地面積のことである.
S)各床面積は、毎年の新規着工床面積である.
注3)面積は、商業面積と工業面積の和である.
可燃
0.840 
-0.116 
-0.653 
0.839 
-0.861 
0.149 
-0.113 
0.110 
-0.508 
0.849 
-0.813 
-0.585 
0.859 
0.386 
-0.864 
-0.122 
-0.4釘
-0.191 
O.ω2 
0.199 
0.819 
0.583 
0.953 
0.959 
0. 913 
-0.218 
0.873 
0.873 
Q.849 
-0.042 
-0.038 
-0.511 
-0.524 
0.956 
0.882 
0.705 
0.942 
18 -・・・...
0.465 
0.584 
注4)産業人口は、第2lk産業人口と第3次産業人口の和である.
注5)出荷・販売額は、出荷額と小売販売額の和である。
種別ごみ量原単位
時間違れなし
不燃 粗大 持込 可燃
0.871 0.866 0.411 0.923 
-0.893 -0.132 -0.041 -0.694 
-0.865 -0.161 -0.213 -0.149 
0.183 0.671 0.266 0.184 
-0.922 -0.855 司0.341 -0.889 
0.921 0.114 0.121 0.133 
-0.914 -0.185 -0.168 -0.155 
0.561 0.261 -0.429 0.165 
-0.002 -0.248 -0.651 -0.352 
0.839 0.163 0.305 0.196 
-0.856 -0.851 司0.408 -0.9ω 
-0.155 -0.168 -0.332 -0.161 
0.865 0.195 0.320 0.826 
0.383 0.246 0.031 0.322 
-0.896 -0.869 -0.409 -0.926 
-0.848 -0.151 -0.160 -0.131 
-0.610 -0.595 -0.068 -0.499 
-0.810 -0.804 -0.361 -0.823 
0.828 0.144 0.328 0.831 
0.843 0.138 0.201 0.147 
0.664 0.750 0.162 0.910 
0.326 O. ~21 0.833 0.681 
0.816 0.815 0.549 0.942 
0. 859 0.834 0.484 0.926 
0.894 0. 835 0.388 0.897 
-0.444 -0.312 0.019 -0.455 
0.888 0.824 0.341 0.851 
0.889 0.825 0.341 0.852 
0.818 0.154 0.321 0.191 
0.234 -0.018 -0.664 司0.233
0. 238 -0.015 -0.662 -0.219 
-0. 126 -0.393 -0.904 -0.580 
-0.629 -0.668 -0.255 -0.605 
0.831 0.829 0.545 0.934 
0.865 0.168 0.289 0.828 
0.801 0.645 0.117 0.641 
0.819 0.831 0.436 0.912 
18 18 18 17 
-・・・・・・・ -・・・......... ..‘・・・.
0.465 0.465 0.465 0.478 
0.584 0.584 0.584 0.599 
155 
l苦手遅れ
不燃 粗大 持込
0.846 0.881 0.582 
-0.915 -0.808 -0.055 
-0.903 -0.831 -0.324 
0.164 0.684 0.211 
-0.862 -0.821 -0.310 
0.930 0.810 0.135 
-0.943 -0.845 -0.233 
0.698 0.414 -0.469 
0.253 -0.011 -0.665 
0.814 0.120 0.219 
-0.186 -0.852 -0.550 
-0.140 -0.818 -0.585 
0.840 0.159 0.266 
0.344 0.212 -0.216 
-0.844 -0.850 -0.506 
-0.932 -0.833 -0.202 
-0.650 -0.648 -0.2ω 
-0.841 -0.801 -0.421 
0.820 0.123 0.239 
0.185 0.696 0.122 
0.610 0.695 0.641 
0.313 0.443 0.106 
O.行5 O.π7 0.534 
0.804 0.182 0.421 
0.864 0.801 0.352 
-0.554 -0.634 -0.295 
0.853 0.177 0.288 
0.853 0.177 0.289 
0.187 0.101 0.233 
0.148 -0.004 -0.639 
0.151 -0.001 -0.631 
-0.115 -0.275 -0.809 
-0.614 -0.616 -0.413 
0.151 0.116 0.512 
0.862 0.163 0.226 
0.765 0.621 -0.023 
0.836 0.199 0.389 
17 17 17 -・...・...，.... .0....
0.478 0.418 0.418 
0.599 0.599 0.599 
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産業人口比率、 l人当り小売販売額、 1人当り都
内総生産などの要因と時間遅れなしの方が相闘が
やや高い傾向にあり、社会的な活動並びに経済的
な活動からの影響を直接的に受けて排出されるご
みであると考えられる。
それに比べ、不燃ごみ、粗大ごみ、特に粗大ご
みは人口密度、世帯構成人員、 1人当り住宅面積
のような社会的要因について、 1年遅れの方が相
闘がやや高いが、経済的な要因については時間遅
れなしの方が相聞がやや高い傾向にある。このこ
とから、不燃ごみ、粗大ごみは、社会的な活動よ
り、経済的な活動に伴って排出されるごみである
と言える。さらに、合成要因との相関を見ると、
可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみともに面積当り従
業者数、面積当り産業人口、 1人当り住宅面積*
1人当り小売販売額、 1人当り住宅面積*1人当
り都内総生産の時間遅れなし要因との相闘が高く
なっている。
この結果を見る限りでは、不燃ごみと粗大ごみ
はよく似た性格を有するごみであるが、明らかに
異なっているのは、不燃ごみが事業所数の1年遅
れと相関が高くなっている点である。また、持込
ごみについては、組成は明らかではないが、事業
系のごみであると考えられ、他の社会・経済要因
と比べ、 1人当り床面積関係の要因との相闘が高
く、中でも 1人当り居住床面積との相闘が最も高
くなっている。この理由は、持込ごみは定常的な
活動からというより、一時的な活動から排出され
るごみであり、社会・経済的な変化に特に敏感で
あるため、毎年の変化量である床面積との相関が
高くなっているものと考えられる。
3. 2 都市ごみ発生構造のモデル化
ここでは、 3. 1の相関分析結果をもとに、社
会・経済要因を説明変数とする重回帰モデル 6)を
種別ごみ量原単位ごとに作成する九この時、都
市ごみ発生量は、種別ごみ量原単位に人口を乗じ
た積として得られる種別ごみ量の合計として求ま
る。
① 可燃ごみ量原単位(Gl)
可燃ごみの発生はあらゆる社会・経済的要因の
影響を受けており、 3. 1の相関分析の結果を参
考にして、世帯構成人員、 1人当り住宅面積と 1
人当り商業床面積、 1人当り小売業販売額を選択
し、数ケースの重回帰分析を行ったが、統計的か
っ物理的に有意となる結果は得られなかった。こ
れは 1人当り住宅面積と世帯構成人員の内部相闘
が高い (r=-0.970)ためと考えられる。なお、
物理的有意性とは重回帰式の説明変数の符号が妥
当と判断されることを意味している。
そこで、世帯構成人員と 1人当り住宅面積を乗
じた世帯構成人員*1人当り住宅面積(以下、 1
世帯当り住宅面積と記す)という合成変数を作り、
再び、重回帰分析を行った。結果を表6に示す。
物理的に有意となったのはケース 1-ケース3
で、自由度調整済み重相関係数6)R事はほとんど
同じ値であるため、社会的要因、経済的要因をと
もに説明変数として用いているケース 3の式を可
燃ごみ量原単位を表わす式として採用する。
表6 可燃ゴミ量原単位の重回帰分析結果
ケー ス1 G 1 = 21. 7 + O. 161 S 3 + O.0286 E 5 -2.58 P 0 * S2 R車=0.947
ケー ス2 G 1 = 196.6+0.158 S 3 +0. 0311 E 5 R事=0.951
|ケース~ G 1 = 29. 9 + O. 196 S 3 -8. 74 P 0 * S2 R *=0.948 
ケー ス4 G 1 =-74. 0+0. 141E 5+21. OP 0 * S2 R *=0. 897 
G1:可強ごみ量原単位 (kg/人). P.:世帯構成人員{人/世帯). 52: 1人当り住宅面積 (ha/千人). 
53 ・1人当り商業床面積 (m2/千人). E 5 : 1人当り小売販売額{千円/人〉
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② 不燃ごみ量原単位 (G2) 
3. 1の結果より、不燃ごみ量の発生も社会・
経済的な要因の影響を受けているが、経済的な要
因の影響がより強いと考えて、 1世帯当り住宅面
積、 1年遅れ1人当り事業所数、第3次産業人口
比率、 1人当り小売販売額を選択し、数ケースの
重回帰分析を行った。この時、不燃ごみ量原単位
が他の種別ごみ量原単位に比べ、 l年遅れ1人当
り事業所数と相関が高かった点に着目している。
この結果、表7に得られた式は、いずれも統計的
に満足できるものであった。
の係数の符号が正となり、物理的に有意でない。
R*値は若干落ちるが、第3次産業人口比率とと
もに 1人当り小売販売額は、ダイレクトに不燃ご
み量原単位の変動を左右しているであろうと考え、
ケース 2の式を用いることとする。
③粗大ごみ量原単位(G3)
ケース 1は、世帯構成人員*1人当り住宅面積
粗大ごみの発生は不燃ごみと同じく、どちらか
と言えば経済的要因の影響を受けている。一方で、
粗大ごみの多くは耐久消費財であり、共有する人
数が増えるほど発生が少なくなるという性格のご
みであると考え、世帯構成人員に着目して次のよ
表7 不燃ごみ量原単位の重回帰分析結果
ケー ス1 G2 = -81. 3+0. 818E3*+0. 0690E4 +0. 0133Es +6. 93Po * S2 R *=0.886 
|ケース~ G2 = -26. 4+0. 866E3*+0.0619E4 +0. 01l9Es R *=0. 881 
ケー ス3 G2 = -25. 1 +0.853 E3*+0. 0943 E4 R *=0.892 
ケー ス4 G2 = -31. 9+ 1. 02 E3*+0. 0311 Es R *=0.811 
ケー ス5 G2 = 18.5 +0.0986 E4 +0. 00951 Es R*=0.848 I 
G2 :不燥ごみ量原単位 (kg/人七 九:世帯4構成人員(人/世帯).S2: 1人当り住宅面積 (ha/千人). 
Eよ:1年通れl人当り事業所数〈笥腕/千人). E.:第3次産業人口比簿(人/千人). Es: 1人当り村窃蹟綴(千円/人〉
表8 組大ごみ量原単位の重回帰分析結果
ケー ス1 G3盟 9.4-2.33Po*+0. 163 S2 +0. 00253 S3 +0. 00106E4 R府軍0.169
ケー ス2 G3 = 9.2-1. 63 Po*+O. 00538 S3 +0. 000894E4 R事=0.194
ケー ス3 G3 = 2.9+0.00530 S3 +0.00499 E4 R *=0.191 
ケー ス4 G3 = 6.1-1.56 Po*+O. 00961 E4 R*=0.116 
|ケー ス[JG3= 9.9-1.15Po*+0.00510S3 R *=0.809 
」 一一一
G， :租大ごみ量原単位 (kg/人).Po': 1年連れ世帯構成人員(人/世帯). S2: 1人当り住宅面積 (ha/千人).
S，: 1人当り商業床面積 (m2/千人). E.:第3次産業人口比率(人/千人)
表9 持込ごみ量原単位の重回帰分析結果
G4=ー 30.6+0.145S 4 +0.00225 E 1 
G4=ー 21.0+0.151S 4 
G. :持込ごみ量原戦{抱/人). S.:1人当り居住床面積(m2/千人). E 1 : 1人当り締離撞〈千円/人J
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図13 持込ごみ量原単位の霊園帰モデル推定結果
うな要因を選択した。すなわち、 1年遅れ世帯構
成人員、 1人当り住宅面積、 1人当り商業床面積、
第3次産業人口比率を説明変数として用い、可燃
ごみ量原単位・不燃ごみ量原単位と同様に重回帰
モデルを作成した。物理的に有意となった式を表
8に示す。
最も R・値が高く、経済活動の影響を受け、ま
た、規模の経済性に影響されるごみ種であるとい
う観点から、ケース 5の式を採用する。
④ 持込ごみ量原単位 (G4) 
持込ごみ量原単位は他の3種別ごみ量原単位と
異なり、本研究で用いた社会・経済的要因とはあ
まり高い相闘が得られなかった。そこで、 95%の
有意水準の t検定において有意となった要因の中
から 1人当り居住床面積、 1人当り都内総生産を
選択し、重回帰分析を試みた。表9に物理的に有
意となった結果のみを示す。
ケース 1、ケース 2のR*値はほぼ同程度であ
るため、 1人当り居住床面積と1人当り都内総生
産の 2要因を説明変数としたケース 1の式を用い
る。
以上の種別ごみ量原単位のモデル式を用いた推
定値と実績値の関係は図10~図13に示す通りであ
り、モデルによる推定値はいずれも過去18年間に
おける実績値の変動を良好に再現しており、すべ
ての実績値が95%の統計的信頼区間内に納まって
いる。この結果、説明変数の将来推定値をこれら
のモデル式に代入することにより、将来の都市ご
み量を推定することが可能である。
4.おわりに
本研究では、東京都全域を対象に、ごみ発生量
の現状並びに経年変化について、地域別視点及び
ごみ種別視点からまず分析した。つぎに、都市ご
みを種別原単位別(1人当り発生量)に捉えた上
で、社会・経済的要因との相関分析を行い、各種
別ごみ量原単位がどの様な要因による影響を受け
ているかを統計的な観点から明らかにした。そし
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て、各種ごみ量原単位を社会・経済的要因で説明
することができる統計的かつ物理的に有意な重回
帰モデル式を作成した。この結果、これらのごみ
発生構造モデルを用いることにより、東京都にお
ける将来のごみ発生量を推定することが可能となっ
た。
今後の課題としては、ごみ発生構造モデルに用
いた社会・経済的各種要因をさらに説明するモデ
ル(計量経済モデル)や要因間の非線形性やフィー
ドパック等を組み込んだシステムダイナミックス
モデル8).9)への拡張・発展叫が残されており、引き
続き研究を進める予定である。
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When we frame a plan of collection， transport， treatment and disposal of the municipal 
solid waste， the first thing for us to do is to forecast the quantity of the wastes. Various social 
and economical activities generate the municipal solid waste， and recently， refuse characteristic 
in the city is said to become diversified. In order to seek an practical solution for the problem 
of the secondary pollution of dioxin and so li~e produced from refuse burning， the problem of 
waste reduction by waste inhibiting measure and the promotion of reuse and resource recovery 
by the waste recycling， itis thought to be important to forecast the quantity of each waste clas-
sified of the future. 
In this study， as a case study， we make a structural model of generation to forecast the quan-
tity of each waste classified on general waste in Tokyo. That is， first we classify the waste into 
four kinds; combustible， noncombustible， bulky and carried-in waste， and then analyze the pre-
sent condition and yearly dynamics corresponding to each region. Next， considering the time 
lag， we employ a correlation analysis with social and economical factor and clear the factor af-
fecting the waste generation. Last， we make multiple regression models describing a funda-
mental unit of source segregated refuse (per capita source segregated refuse generation rate). 
As the result of this study， we got the formula of classified waste generation structure， and 
it became available for us to forecast the quantity of the waste. 
